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研究要旨： 
全国数千の地域において、水道管路等で構成される水道（上水道、簡易水道）及び飲料水供給

施設等（以下、水供給システム）を維持することが困難となりつつある。水供給維持困難地域を
含む地域において衛生的な水を持続的に供給可能とするための具体的方策の検討を実施すべく、
検討を行った。 
小規模水供給システムの位置づけ、現況（法令等遵守状況、水源の状況，規模等）、施設上の課

題、管理上の課題（高濁対策、残塩注入、残塩保持）、水質上の課題（高濁、大腸菌の検出等）、
水質検査上の課題（水質検査の簡略化可能性）、配水上の課題、財政上の課題、統計収集上の課題、
制度上の課題等について整理を行った。 
静岡県浜松市内において川上飲料水供給施設、明野飲料水供給施設、長沢飲料水供給施設の3箇

所を調査・検討対象とした。原水・浄水・給水の水質調査を行うとともに、配水管路データ、各戸
居住人数など解析に必要な情報を収集した。まず、３つの飲料水供給施設において、管網計算を行
い配水管内流速分布を得た。ついで、別途実施している室内実験結果や、大阪地域・神戸地域での
実地調査結果を活用して、配水管内に堆積する重量（g/m2）とその分布を推定した。この成果によ
って、第一段階 浄水処理、第二段階 配水管網の水理条件、第三段階 洗管の観点から、堆積量
の重量分布の変化を検討することが可能となった。 
塩素の注入、試薬の管理に課題があったことから、次亜塩素酸ナトリウム溶液の代替として、顆

粒状の塩素化シアヌル酸系消毒剤の適用を想定し、水供給システムへの適用可能性について、大腸
菌および耐塩素性従属栄養細菌の不活化能力ならびに残留特性等の面から評価したところ、消毒剤
の残留濃度は、消毒対象となる細菌の種別により異なり、いずれも次亜と同程度以下の残塩保持濃
度となる可能性が示された。各消毒剤のCT値および生残率に基づく不活化能力は次亜と同程度で
あるものの、対象とする細菌種やCT値に応じて前後することが明らかとなった。実際の水供給シ
ステムへの適用に際しては、このような各消毒剤の不活化能力ならびに残留特性の相違について留
意する必要がある。 

遊離残留塩素濃度の減少量が等しければトリハロメタンやハロ酢酸の生成量は各種消毒剤毎に
ほぼ同等であった。水電解次亜発生装置による次亜生成過程（電解中）において、トリハロメタ
ンやハロ酢酸は生成していなかったが、塩素酸は増加するので、電解を繰り返す場合の塩素酸濃
度の上昇には注意が必要である。現場の特性に応じて保存性、徐溶性、速溶性、使用性等の観点
から消毒剤の検討を行うことが重要である。 
小規模水供給システムに適した特徴を持つ紫外線消毒装置について、多種の微生物を対象に消毒

性能を調べた。また、実施設への紫外線装置の導入可能性を探るため、施設見学と実務者ヒアリン
グを実施した。実験では、複数の微生物種を対象とし、波長の異なる紫外線光源を用いて紫外線量
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に対する不活化応答を調べた。その結果、菌種の違いによる紫外線の波長感受性の違いを定量的に
示した。また、従属栄養細菌の紫外線感受性が低いこと（紫外線耐性が高いこと）、紫外線処理の
結果として従属栄養細菌のうちでも特に紫外線耐性の高い種が選択的に残存しうることを示した。
従属栄養細菌は、直接の健康リスクとの関連性は明確でないものの、水の衛生状態を示す目安とし
て水質管理目標値が設定されており、小規模水供給システムへの紫外線消毒適用において従属栄養
細菌の制御が課題であると考えらえた。施設見学とヒアリングの結果から、現状では小規模施設に
適した消毒方法は十分に検討されておらず、特に、消毒剤の補充や当番制での維持管理が住民の負
担になっている実情が伺えた。消毒剤のにおいに対する抵抗感から消毒を実施しない小規模施設も
多く、紫外線消毒であれば利用者の受容性が高まると期待された。総じて、水供給システムの施設
規模に見合った消毒技術の開発やその持続可能な維持管理方式の検討が重要と考えられた。 
飲料水供給施設相当規模および戸別井戸相当規模の水供給システムを利用している集落を対象

に、ヒアリングおよびアンケート調査を実施したところ、表流水を水源としているある集落では、
濁水やろ過施設閉塞断水への対応が必要であり、頻繁な点検清掃を行っていることがわかった。ま
た、以前より戸別井戸を利用している集落においては、消毒無しで水を利用しており、機器故障に
よる断水を経験している世帯があったが、今の状況で満足している住民が多く、共同井戸による水
道導入プランを想定したアンケートへの賛成はほとんど見られなかった。一方、集落水道が残って
いる集落では、維持管理への負担感や水質・老朽化への不安感があり、半数の世帯が共同井戸によ
る水道導入プランに賛成意見を表明した。地域の実情に応じた検討が重要である。 

 
Ａ．研究目的 
 高齢化及び人口減少等により、全国数千の地域
において水道管路等で構成される水道及び飲料
水供給施設等（以下、水供給システム）を維持す
ることが困難となりつつある。水供給維持困難地
域を含む地域において衛生的な水を持続的に供
給可能とするための具体的検討を実施すべく、水
供給システムの最適化による給水の安定性・安全
性確保に関する対策、既存の水供給システムの維
持管理の改善、または、新たな水供給システムに
おける安全性確保に関する方策について、住民と
の連携による維持を前提とした分散型の水供給
システムの技術的及び運営面の研究を実施する。 
 具体的には、簡易水道や飲料水供給施設相当規
模のシステムを対象に、 
１．多様な手法による水供給システムの最適化に
関する検討 
２．取水・送水・給水における管路の維持管理方
法に関する検討 
３．ろ過施設の簡便な維持管理方法に関する検討 
４．小型紫外線消毒装置の基礎的知見の収集と実
際への適用 
５．錠剤型塩素消毒剤や電解型塩素発生装置の基
礎的知見の収集と実際への適用  
６．住民との連携による水供給システムの維持管
理手法とそれらの知見共有方策に関する検討 
７．上記をとりまとめた統合的な検討 
を実施し、施設（ハード）を管理（ソフト）の仕
組みで支える水供給システムを構築することを
目的とする。 
 

Ｂ．研究方法 
１）本研究では、まず、既存の資料から小規模水
供給システムの位置付けを整理し、現状を把握す
る。更に現地調査及び聞き取り調査などを通し、
施設上の課題や水質上の課題、財政上の課題など、
技術上、制度上の課題を整理した。 
２）静岡県、岐阜県、鳥取県等の簡易水道、飲料
水供給施設、その他の小規模水供給システムにつ
いて、現地調査、管理状況に関する聞き取りを実
施した。また、原水・浄水の試料の分析により、
現状の把握を行った。 
３）浜松市内 3 箇所の飲料水供給施設について、
管網計算を行った。 
４）次亜塩素酸ナトリウム溶液の代替として、顆
粒状の塩素化シアヌル酸系消毒剤の適用を想定
し、水供給システムへの適用可能性について、大
腸菌および耐塩素性従属栄養細菌の不活化能力
ならびに残留特性等の面から評価した。 
５）紫外線照射装置の消毒性能を実験室規模の不
活化実験で定量化した。 
６）鳥取県智頭町において飲料水供給施設相当規
模および戸別井戸相当規模の水供給システムを
利用している集落を対象に、ヒアリングおよびア
ンケート調査を実施した。 
 
Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
１．小規模水供給システムの課題 
1.1 小規模水供給システムの位置づけ 
 水道とは水道法（昭和 32 年 6 月 15 日法律第
177 号）により、「導管及びその他の工作物によ
り、水を人の飲用に適する水として供給する施設
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の総体をいう」と規定されている。また、一般の
需要に応じて、給水人口が 101 人以上に水道によ
り水を供給する事業を「水道事業」とし、「専用
水道」も合わせて、法 4 条で水質基準を定め、水
道により供給される水の備えるべき要件を定め
ている。水道法の水質基準が直接的には不適用な
ものには「飲料水供給施設」、「飲用井戸」、「業務
用飲用井戸」、「小規模貯水槽水道」、「営農飲雑用
水施設」などの施設がある。 
1.2 水質上の管理 
水道法上における水道水は法第 4 条に規定す

る水質基準が適用されるが、水道法の適用外であ
る小規模水供給システムは、都道府県や市町村が
定める小規模水道や飲料水供給施設の水質基準
を定めた条例に従っているケースが多い。また、
飲用に供する井戸等及び水道法等の規制対象と
ならない水道であって、人の飲用に用いられてい
るものについては、厚生労働省からも、「飲用井
戸等衛生対策要領」において、都道府県、特別区、
保健所設置市（平成 25 年 4 月以降は全ての市）
に対して、適正管理について通知をしている。 
しかし、台帳により設置場所等が把握できてい

ない井戸もあり、飲用井戸等の水質検査受検率は
約 1 割で、その水質検査を受けた井戸についてだ
けでも、約 2 割の井戸で水質基準値を超過してい
る。現地調査を行う中で、毎日検査を行っていな
い施設管理者も見られた。 
1.3 施設上の課題 
飲供はもちろん、給水人口が減少している簡水

において、水道・飲料水供給施設を維持すること
は極めて難しい状況にある。また、今でも町村部
は市部に比べて、水道の整備が行われず、取り残
された地域が多く存在している。 
1.4 管理上の課題（高濁対策、残塩注入、残塩
保持） 
人口が減少し使用水量が減少している地域で

は、豪雨時に濁度が急激に上昇し、ろ過池がつま
るなど施設の維持管理が困難であることや、薬剤
の使用期限が超過してしまうことがある。多くの
場合次亜塩素酸ナトリウムが使用されている。し
かし、次亜塩素酸ナトリウムは初期有効塩素の高
いものほど不安定で、貯蔵中に有効塩素が減少し
やすい。特に小規模水道においては、薬剤の使用
量が極めて少ない為、かなり長期間の保存となる。
更に、水道施設が山奥等の人が巡回しづらい場所
にあり、水道施設がある場所で薬剤の保管を行っ
ていると、夏場はかなりの高温になり、有効塩素
が減少しやすい状況となっている。 
その他にも、施設の維持管理を住民が行ってい

る場合、緩速ろ過のろ過砂のかきとりや、浄水処
理のための薬剤の運搬等は住民の高齢化が進む

中では、非常に困難である。 
更に、小規模の施設を複数抱えているようなと

ころは毎日の施設の巡回、検査等に追われて緊急
時の対応が困難であるため、施設巡回や毎日検査
が簡素化できるような工夫が必要である。 
1.5 水質上の課題（高濁、大腸菌の検出等） 
 水道水源の選定をする場合、基本的には安定的
に清浄な原水が取れる水源を選ぶことが原則で
あるが、様々な小規模水道の現地調査を行う中で、
S 県ヒアリングによると一度、降雨があると 3 日
程度濁りが取れない、または濁度が高くなる水源
や、イノシシのほか、野生生物に由来して大腸菌
が検出される水源もあり、地域によっては水源の
選択肢がほとんどない場合が見られた。 
1.6 水質検査上の課題（水質検査の簡略化可能
性） 
 特に小規模施設では、水質試験の検査費用の負
担がかなり大きい。ある水道事業者では自前の水
質試験所にて水質検査や、検査費用を補助する取
り組みを行っている。しかし、全国的にはほとん
どの事業体が、各管理者のみで水質試験の検査費
用を捻出している。 
1.7 配水上の課題 
 日常の維持管理や、災害時などにおける危機管
理対応、そしてアセットマネジメントよる計画的
な施設更新等、水道施設の適切な管理において水
道施設の図面は必須項目である。中規模、大規模
の水道事業者と異なり、小規模の水道事業者や小
規模水道において、配水上の課題はまず施設の図
面がないことである。台帳整備の補助等は本研究
で対象としている小規模水供給システムは対象
でないため、新たな国からの財政支援、又は都道
府県や市町村からの技術支援が必要と考えられ
る。 
1.8 財政上の課題 
 地理的条件が悪く、建設コストがかかる小規模
水供給システムは給水原価が供給単価を上回っ
ていること（原価割れ）が多く、料金収入も少な
いため、水道料金収入だけでは経営が困難な状況
にある。通常の給水手法にとって代わる、新たな
給水手法については厚生労働省の調査でも検討
を行われているが、運搬給水などは通常の給水手
段と比較して特に優れているという結果ではな
かった。一層の検討が必要である。 
1.9 統計収集上の課題 
 簡易水道や小規模水供給システムは職員一人
あたりの作業負担が大きく統計収集もかなりの
負担となる。そのため水道統計と比較しても簡易
水道の施設や水質状況に関するデータは少なく、
小規模水供給システムに至ってはほとんどデー
タがないのが現状である。 
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1.10 制度上の課題 
小規模水供給システムを所管する部局は市町

村の衛生部局であることが多く（小さな自治体で
は水道法が適用される水道と共に所管されるこ
とも）、水道における技術的なノウハウは水道部
門が持っている事が多く、衛生部局が非常に苦労
するところである。そのため、衛生部局から、水
道局へ事務委任している例もあった。 
２．管路管理に関する検討 
静岡県浜松市内 3 箇所の飲料水供給施設につ

いて、管網計算を行い配水管内流速分布を得た。
ついで、別途実施している室内実験結果や、大阪
地域・神戸地域での実地調査結果を活用して、配
水管内に堆積する重量（g/m2）とその分布を推定
した。この成果によって、第一段階 浄水処理、
第二段階 配水管網の水理条件、第三段階 洗管
の観点から、堆積量の重量分布の変化を検討する
ことが可能となった。 
３．消毒剤の消毒効果に関する検討 
次亜塩素酸ナトリウム溶液の代替として、顆粒

状の塩素化シアヌル酸系消毒剤 2 種（SDIC およ
び TCCA）の適用を想定し、水供給システムへの
適用可能性について、大腸菌（E.coli K12）およ
び耐塩素性従属栄養細菌（S. paucimobilis）の
不活化能力ならびに残留特性等の面から評価し
た。消毒剤の残留濃度は、消毒対象となる細菌の
種別により異なり、SDIC および TCCA いずれも次
亜と同程度以下の残塩保持濃度となる可能性が
示された。各消毒剤の CT値および生残率に基づ
く不活化能力は次亜と同程度であるものの、対象
とする細菌種や CT 値に応じて前後することが明
らかとなった。実際の水供給システムへの適用に
際しては、このような各消毒剤の不活化能力なら
びに残留特性の相違について留意する必要があ
る。 
４．消毒剤、電解装置による消毒副生成物 
次亜塩素酸ナトリウム溶液の代替として、顆粒

状の塩素化シアヌル酸系消毒剤の適用を想定し、
水供給システムへの適用可能性について、大腸菌
および耐塩素性従属栄養細菌の不活化能力なら
びに残留特性等の面から評価した。消毒剤の残留
濃度は、消毒対象となる細菌の種別により異なり、
SDICおよびTCCAいずれも次亜と同程度以下の
残塩保持濃度となる可能性が示された。各消毒剤
の CT 値および生残率に基づく不活化能力は次
亜と同程度であるものの、対象とする細菌種や
CT 値に応じて前後することが明らかとなった。 
５．紫外線照射装置の消毒性能 
紫外線照射装置の消毒性能を実験室規模の不

活化実験で定量化した。対象微生物種として、大
腸菌、大腸菌ファージ MS2 と Qβ、枯草菌芽胞、

緑膿菌、レジオネラ属菌、従属栄養細菌を調査し、
それぞれについて紫外線量に対する不活化応答
を明らかにし、菌種の違いによる紫外線感受性の
違いがあることが示された。 
６．住民の管理に関する聞き取り調査 
表流水を水源としている集落では、濁水やろ過

施設閉塞断水への対応が必要であり、頻繁な点検
清掃を行っていることがわかった。水源に係わら
ず、水量・水圧不足や濁水の発生などを契機とし
て戸別井戸の導入が進んでいる集落があること
が明らかとなった。また、以前より戸別井戸を利
用している A 集落、B 集落においては、消毒無
しで水を利用しており、機器故障による断水を経
験している世帯が 3 割あったが、今の状況で満足
している住民が多く、共同井戸による水道導入プ
ランを想定したアンケートへの賛成はほとんど
見られなかった。一方、集落水道が残っている C
集落では、維持管理への負担感や水質・老朽化へ
の不安感があり、半数の世帯が共同井戸による水
道導入プランに賛成意見を表明した。 
また、水供給システムを新たに導入すると想定

した場合に、集落住民が水供給システムに対して、
安定性、安全性、維持管理性のうちどのサービス
要因を重視するかを把握し、各種水準のサービス
要因への限界支払意思額を求めるために戸別井
戸を利用している世帯が多い集落の住民を対象
にコンジョイント分析を行った。その結果、調査
した集落における世帯あたりの限界支払意思額
は、断水が 10 年に 1 回となることに約 2,700 円/
月、ろ過した水質に約 3,900 円/月、住民自身の
管理労力が年に 1 回となることに約 2,000 円/月
ということが示され、調査した集落においては水
質要因が最も重視されていることが示された。 
ただし、集落や住民がおかれた水供給システムの
状況やその認識によって新たな水道導入プラン
への賛否意見が大きく分かれたことから、住民が
求めるサービス要因や水準は集落によって異な
るものと考えられる。さらなる調査を進め、集落
住民が求める要因や水準を明らかにするととも
に、集落住民が負担できる費用や労力の水準をさ
ぐっていくことが重要と考えられる。本調査によ
る結果を基礎資料とし、今後は外部団体と集落住
民との連携による維持を前提とした水供給シス
テム導入に対する関係者の負担意思を明らかに
するとともに、技術面及び運営面の課題や実現可
能性を検討することを試みたい。 

 
 
Ｅ．結論 
全国数千の地域において、水道管路等で構成さ

れる水道（上水道、簡易水道）及び飲料水供給施
設等（以下、水供給システム）を維持することが
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困難となりつつある。水供給維持困難地域を含む
地域において衛生的な水を持続的に供給可能と
するための具体的方策の検討を実施すべく、検討
を行った。 
１．小規模水供給システムの位置づけ、現況（法
令等遵守状況、水源の状況、規模等）、施設上の
課題、管理上の課題（高濁対策、残塩注入、残塩
保持）、水質上の課題（高濁、大腸菌の検出等）、
水質検査上の課題（水質検査の簡略化可能性）、
配水上の課題、財政上の課題、統計収集上の課題、
制度上の課題等について整理を行った。 
２．飲料水供給施設を調査・検討対象とした。原
水・浄水・給水の水質調査を行うとともに、配水
管路データ、各戸居住人数など解析に必要な情報
を収集した。まず、３つの飲料水供給施設におい
て、管網計算を行い配水管内流速分布を得た。つ
いで、別途実施している室内実験結果や、大阪地
域・神戸地域での実地調査結果を活用して、配水
管内に堆積する重量（g/m2）とその分布を推定し
た。この成果によって、第一段階 浄水処理、第
二段階 配水管網の水理条件、第三段階 洗管の
観点から、堆積量の重量分布の変化を検討するこ
とが可能となった。 
３．塩素の注入、試薬の管理に課題があったこと
から、次亜塩素酸ナトリウム溶液の代替として、
顆粒状の塩素化シアヌル酸系消毒剤の適用を想
定し、水供給システムへの適用可能性について、
大腸菌および耐塩素性従属栄養細菌の不活化能
力ならびに残留特性等の面から評価したところ、
消毒剤の残留濃度は、消毒対象となる細菌の種別
により異なり、いずれも次亜と同程度以下の残塩
保持濃度となる可能性が示された。各消毒剤のCT
値および生残率に基づく不活化能力は次亜と同
程度であるものの、対象とする細菌種やCT値に応
じて前後することが明らかとなった。実際の水供
給システムへの適用に際しては、このような各消
毒剤の不活化能力ならびに残留特性の相違につ
いて留意する必要がある。 
４．遊離残留塩素濃度の減少量が等しければトリ
ハロメタンやハロ酢酸の生成量は各種消毒剤毎
にほぼ同等であった。水電解次亜発生装置による
次亜生成過程（電解中）において、トリハロメタ
ンやハロ酢酸は生成していなかったが、塩素酸は
増加するので、電解を繰り返す場合の塩素酸濃度
の上昇には注意が必要である。現場の特性に応じ
て保存性、徐溶性、速溶性、使用性等の観点から
消毒剤の検討を行うことが重要である。 
５．小規模水供給システムに適した特徴を持つ紫
外線消毒装置について、多種の微生物を対象に消
毒性能を調べた。また、実施設への紫外線装置の
導入可能性を探るため、施設見学と実務者ヒアリ

ングを実施した。実験では、複数の微生物種を対
象とし、波長の異なる紫外線光源を用いて紫外線
量に対する不活化応答を調べた。その結果、菌種
の違いによる紫外線の波長感受性の違いを定量
的に示した。また、従属栄養細菌の紫外線感受性
が低いこと（紫外線耐性が高いこと）、紫外線処
理の結果として従属栄養細菌のうちでも特に紫
外線耐性の高い種が選択的に残存しうることを
示した。従属栄養細菌は、直接の健康リスクとの
関連性は明確でないものの、水の衛生状態を示す
目安として水質管理目標値が設定されており、小
規模水供給システムへの紫外線消毒適用におい
て従属栄養細菌の制御が課題であると考えらえ
た。施設見学とヒアリングの結果から、現状では
小規模施設に適した消毒方法は十分に検討され
ておらず、特に、消毒剤の補充や当番制での維持
管理が住民の負担になっている実情が伺えた。消
毒剤のにおいに対する抵抗感から消毒を実施し
ない小規模施設も多く、紫外線消毒であれば利用
者の受容性が高まると期待された。総じて、水供
給システムの施設規模に見合った消毒技術の開
発やその持続可能な維持管理方式の検討が重要
と考えられた。 
６．飲料水供給施設相当規模および戸別井戸相当
規模の水供給システムを利用している集落を対
象に、ヒアリングおよびアンケート調査を実施し
たところ、表流水を水源としているある集落では、
濁水やろ過施設閉塞断水への対応が必要であり、
頻繁な点検清掃を行っていることがわかった。水
源に係わらず、水量・水圧不足や濁水の発生など
を契機として戸別井戸の導入が進んでいる集落
があることが明らかとなった。また、以前より戸
別井戸を利用している集落においては、消毒無し
で水を利用しており、機器故障による断水を経験
している世帯があったが、今の状況で満足してい
る住民が多く、共同井戸による水道導入プランを
想定したアンケートへの賛成はほとんど見られ
なかった。一方、集落水道が残っている集落では、
維持管理への負担感や水質・老朽化への不安感が
あり、半数の世帯が共同井戸による水道導入プラ
ンに賛成意見を表明した。地域の実情に応じた検
討が重要である。 
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伊藤禎彦：巻頭言 人口減少・水需要減少社会
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する事例研究，水道，Vol.63, No.2, pp.8-17, 
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浅見真理：水道水質管理の現状と課題，千葉県

水道局技術研修会，2017.11.24． 
浅見真理：水道水質管理の現状と課題，第 153

回水道事業管理者協議会，東京，2017.11.30． 
浅見真理：小規模水供給システムの水質管理に

ついて．第 50 回水道実務指導者研究集会，
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浅見真理：水道水質管理の現状と課題，平成 29
年度福井県簡易水道協会研修会，福井県．
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Sadahiko Itoh：Reestablishment of water supply 
system in a depopulation society and research 
needs ， Kyoto University International 
Symposium, 5th Southeast Asia Network Forum 
/ 23rd Southeast Asia Forum, February 4, 2017, 
Hotel Pullman Bangkok Grande Sukhumvit 
Asoke, Bangkok, Thailand. 

伊藤禎彦: 浄水処理−配水システムのトータル
ソリューション創出へ向けて, 平成 28 年度
日本ダクタイル鉄管協会関東支部講演会, 千
葉市生涯学習センター, 2017.1.20. 

伊藤禎彦: 「濁度 0.1 度」から科学的根拠に基づ
く微生物的安全レベルの設定へ, 日本紫外線
水処理技術協会（JUVA）技術セミナー 濁度
0.1 度とは？〜リスク管理と UV の役割〜, 
日本紫外線水処理技術協会技術委員会主催, 
お茶の水女子大学, 2017.3.29. 

伊藤禎彦: 人口減少時代における浄水処理-配水
システムのトータルソリューション創出へ
向けて, 第 27 回「水を語る会」, 日本水道会
館会議室, 2017.5.13. 

伊藤禎彦: 水需要減少下における浄水処理・配
水システム再構築の考え方と技術ニーズ, 第
5 回水道技術工法研究会（滋賀）「水道事業の
持続と強靭化に貢献する最新技術」, JA 滋賀
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伊藤禎彦: 水需要減少下における上水道システ

ム再構築の考え方と各種ニーズ, 第 22 回 21
世紀水処理技術懇話会, 北海道北見市, ホテ
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伊藤禎彦: 水需要減少下における上水道システ
ム再構築の考え方と技術ニーズ, 一般公開シ
ンポジウム 第 54 回環境工学研究フォーラ
ム企画セッション「人口減少社会における環
境工学の展開」, pp. 31-46, 岐阜大学講堂, 
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中西智宏, 周心怡, 西岡寛哲, 北田純悟, 樽井滉
生, 橋本雄二, 岸本如水, 浅田安廣, 越後信
哉, 伊藤禎彦: 人口減少社会へむけた上水道
システムの再構築と高機能化に関する総合
研究, 配水管内環境に関する報告会, 大阪広
域水道企業団水質管理センター会議室 , 
2017.3.23. 
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小熊久美子. 深紫外 LED を利用した水処理 -研
究最前線と将来展望-. 深紫外 LED で創生さ
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年 3 月 2 日. （招待講演） 
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